
（Ａ３） 近畿地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 市場単価方式への移行による一部改訂

現行基準 現 行 改 訂 摘要のページ

1-2-3 ４） その他 ４） その他

① 必要内外業期間内に，下記の期間が含まれる場合はその日数を加算するものとする。 ① 必要内外業期間内に，下記の期間が含まれる場合はその日数を加算するものとする。

履行期間 年末年始…………12／29～ 1／ 3 ６日間 年末年始…………12／29～ 1／ 3 ６日間

の算定 夏期休暇………… 8／14～ 8／16 ３日間 夏期休暇………… 8／14～ 8／16 ３日間

② その他業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。 ② その他業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。

（３） 地質調査業務の履行期間 （３） 地質調査業務の履行期間

地質調査業務の履行期間の算定は次式を参考に決定する。なお，履行期間に端数が生じる場合は小数 地質調査業務の履行期間の算定は次式を参考に決定する。なお，履行期間に端数が生じる場合は小数

数第１位以下切り上げるものとする。また，各必要日数（Ｗ）は小数第３位（小数第４位以下切捨て） 数第１位以下切り上げるものとする。また，各必要日数（Ｗ）は小数第３位（小数第４位以下切捨て）

まで算出するものとする。 まで算出するものとする。

履行期間＝必要内業日数×不稼働係数（内業）＋必要外業日数×不稼働係数（外業） 履行期間＝必要内業日数×不稼働係数（内業）＋必要外業日数×不稼働係数（外業）
（Ｗ１） （Ｗ２） （Ｗ１） （Ｗ２）

＋準備・跡片付け（外業）＋打合せ協議日数＋その他 ＋準備・跡片付け（外業）＋打合せ協議日数＋その他

１） 必要内業日数（Ｗ１）の算出 １） 必要内業日数（Ｗ１）の算出

地質調査業務の内業については，１業務当り20日を標準とする。 地質調査業務の内業については，１業務当り20日を標準とする。

２） 必要外業日数（Ｗ２）の算出 ２） 必要外業日数（Ｗ２）の算出

Ｗ２＝Ｗａ＋Ｗｂ＋Ｗｃ＋Ｗｄ Ｗ２＝Ｗａ＋Ｗｂ＋Ｗｃ＋Ｗｄ

① 機械ボーリング ① 機械ボーリング

１箇所当りボーリング長 １箇所当りボーリング長
Ｗａ＝ Σ（ ） Ｗａ＝ Σ（ ） 削除×補正率

１日当り標準能率 １日当り標準能率
② サンプリング ② サンプリング

Ｗｂ＝サンプリング機械の損料日数×試料数 Ｗｂ＝サンプリング機械の損料日数×試料数

③ サウンディング及び原位置試験 ③ サウンディング及び原位置試験

設計作業量 設計作業量
Ｗｃ＝ Σ（ ） Ｗｃ＝ Σ（ ）

１日当り作業量 １日当り作業量
④ 足場据付・解体日数 ④ 足場据付・解体日数

Ｗｄ＝必要箇所／１日当り作業量 Ｗｄ＝必要箇所／１日当り作業量

３） 不稼働係数 ３） 不稼働係数

不稼働係数は，外業，内業それぞれの係数を用いるものとする。 不稼働係数は，外業，内業それぞれの係数を用いるものとする。

４） 準備・跡片付け（外業） ４） 準備・跡片付け（外業）

準備・後片付け日数については，10日程度を標準とする。 準備・後片付け日数については，10日程度を標準とする。

５） その他 ５） その他

① 必要内外業期間内に，下記の期間が含まれる場合は加算するものとする。 ① 必要内外業期間内に，下記の期間が含まれる場合は加算するものとする。

年末年始…………12／29～ 1／ 3 ６日間 年末年始…………12／29～ 1／ 3 ６日間

夏期休暇………… 8／14～ 8／16 ３日間 夏期休暇………… 8／14～ 8／16 ３日間

② その他の業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。 ② その他の業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。

（４） 設計業務等の履行期間 （４） 設計業務等の履行期間

設計業務等の履行期間の算定は下記の表を参考に決定する。 設計業務等の履行期間の算定は下記の表を参考に決定する。

（単位：日） （単位：日）
業務価格が３千万円 業務価格が３千万円 業務価格が３千万円 業務価格が３千万円

工 種 工 種
未満の場合 以上の場合 未満の場合 以上の場合

①道路橋設計等 ①道路橋設計等
②道路設計等 ②道路設計等
③道路計画等 ③道路計画等Ｙ１＝0.04Ｘ＋50 Ｙ２＝0.01Ｘ＋140 Ｙ１＝0.04Ｘ＋50 Ｙ２＝0.01Ｘ＋140④トンネル及びトンネル設備の ④トンネル及びトンネル設備の
調査・設計等 調査・設計等
⑤河川構造物の調査・設計等 ⑤河川構造物の調査・設計等

⑥河川の調査・計画等 Ｙ３＝1.3Ｙ１ Ｙ４＝1.3Ｙ２ ⑥河川の調査・計画等 Ｙ３＝1.3Ｙ１ Ｙ４＝1.3Ｙ２
⑦砂防関連の調査・計画・設計 Ｙ５＝1.4Ｙ１ Ｙ６＝1.4Ｙ２ ⑦砂防関連の調査・計画・設計 Ｙ５＝1.4Ｙ１ Ｙ６＝1.4Ｙ２
注）１．Ｘは業務価格（単位：万円）とする。 注）１．Ｘは業務価格（単位：万円）とする。
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（Ａ３） 近畿地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 燃料消費率の改正による一部改訂

現行基準 現 行 改 訂 摘要のページ

1-2-4 ２．５千万円を超える場合または上表によりがたい場合は別途考慮するものとする。
３．河川協議，警察協議，地元協議等が必要な場合はその期間を別途加算する。

１－３ ４．測量，地質調査，地下埋設物調査，交通量調査等を含む場合は，その期間を別途加算する
旅費交通 ５．履行期間内に下記の年末年始，夏期休暇が含まれる場合は，別途加算する。
費の算定 年末年始…………12／29～ 1／ 3 ６日間

夏期休暇………… 8／14～ 8／16 ３日間
６．準備，印刷製本及び設計歩掛に含まれる現地踏査に要する期間を含んでいる。
７．同一設計業務等に各工種が混在する場合は，その支配的な工種の履行期間の算定式を用い
るものとする。支配的な工種とは，直接人件費の最も大きい工種とする。
８．履行期間に端数が生じる場合は，小数第１位以下切り上げるものとする。
９．プロポーザル方式による業務の履行期間については別途考慮するものとする。
10．業務内容に変更等があった場合は、履行期間についても変更内容等を勘案し見直すことが
できるものとする。

１－３ 旅費交通費
１－３－１ 通勤及び宿泊の区分
（１） 通勤により業務を行う場合

通勤により業務を行えるかどうかの判断は下記を目安とする。ここでいう積算上の基地とは，原則と
して指名業者のうち，現地に最も近い本支店等が所在する市役所等とする。なお，随意契約の場合は当
該業者が所在する市役所等とする。
また，現地での作業を伴う業務は連絡車（ライトバン）運転，その他の業務については公共交通機関
を利用するものとして積算することを標準とする。
１） 積算上の基地から現地まで，連絡車（ライトバン）運転によるものとして積算する場合は，積算上
の基地から現地までの片道距離が30km程度（高速道路等を利用する場合は片道距離60km程度）もしく
は片道所要時間１時間程度とする。
なお，測量業務においては，連絡車（ライトバン）運転費は測量業務標準歩掛の機械経費率等に含
まれているため，別途計上しない。

連絡車（ライトバン）運転費 １日当り単価表

名 称 規 格 単 位 数 量 単 価 金 額 摘 要

ガソリン レギュラー 2.9 /h×○ｈ /h×○ｈ 訂正ç ç ç2.6

損 料 ﾗｲﾄﾊﾞﾝ 1.5Ｌ ｈ 運転時間当り損料

〃 〃 日 １ 供用日当り損料

連絡車（ライトバン）運転費には，運転労務費は計上しない。
また，高速道路等の料金は別途計上すること。

２） 空中写真測量の場合は、撮影士及び撮影助手の往復交通費は、本拠飛行場から本拠飛行場に最も近
い本支店等が所在する市役所までとする。尚、操縦士及び整備士の往復交通費については計上しない

（２） 現地に滞在して業務を行う場合
上記（１）の範囲を超え，現地に滞在して業務を実施する必要がある場合は，各所管の「旅費取扱規
則」及び「日額旅費支給規則」によるものとする。
なお，測量業務においては，滞在地から現地までのライトバン運転費は，測量標準歩掛の機械経費率
等に含まれているため，別途計上しない。

１－３－２ 旅費交通費の扱い
（１） 旅費交通費の算定において，日額旅費については積算上，計上しないものとする。
（２） 鉄道運賃等
１） 鉄道運賃等については，その乗車に要する運賃を計上する。
２） 複数の路線がある場合は，安い方の運賃を計上する。
３） 特急料金等については，下記により計上するものとする。
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（Ａ３） 近畿地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 運用方針の明確化による一部改訂

現行基準
現 行 改 訂 摘要

のページ

１－９ 技術経費率の運用 １－９ 技術経費率の運用1-2-9

（１） 技術経費率の異なる工種が混在する場合は，その業務の支配的な工種の技術経費率を採用する。支配 （１） 技術経費率の異なる工種が混在する場合は，その業務の支配的な工種の技術経費率を採用する。支配

的な工種とは，技術経費率の対象額が最も多い工種とする。 的な工種とは，技術経費率の対象額が最も多い工種とする。

なお，測量業務（測量調査費），地質調査業務（解析等調査業務）及び設計業務等を合併して積算し 追加

発注する場合も，その業務の支配的な工種の技術経費率を採用するものとする。

工 種 技術経費率 対 象 金 額 同一技術経費率のＢ，Ｄの合計額が最大 工 種 技術経費率 対 象 金 額 同一技術経費率のＡ，Ｄの合計 訂正＜例＞

Ａ 20％ 2,000,000 となるので，技術経費率は30％とする。 Ａ（地質：解析等調査） 30％ 1,100,000 額が最大となるので，技術経費率

Ｂ 30％ 1,100,000 Ｂ（設計：連続箱桁PC） 40％ 3,600,000 は30％とする。

Ｃ 40％ 3,600,000 Ｃ（設計：重力式橋台） 20％ 2,000,000

Ｄ 30％ 3,100,000 Ｄ（設計：場所打杭） 30％ 3,100,000

（２） 類似構造物については，基本となる構造物と同じ技術経費率を用いる。 （２） 類似構造物については，基本となる構造物と同じ技術経費率を用いる。

（３） 変更設計の場合の技術経費率は，当初設計に用いた技術経費率とする。 （３） 変更設計の場合の技術経費率は，当初設計に用いた技術経費率とする。

（４） 主任技術者を計上する場合 （４） 主任技術者を計上する場合

１） 技術経費率40％を適用する設計業務等については，主任技術者（Ａ）を計上する。 １） 技術経費率40％を適用する設計業務等については，主任技術者（Ａ）を計上する。

２） 技術経費率40％を超え60％以下の率を適用する設計業務等については，主任技術者（Ｂ）を計上す ２） 技術経費率40％を超え60％以下の率を適用する設計業務等については，主任技術者（Ｂ）を計上す

る。 る。

（５） 技術経費率60％を適用する場合 （５） 技術経費率60％を適用する場合

技術経費率60％を適用する設計業務等は，業務内容が技術的に極めて高度であり，かつ複雑困難なも 技術経費率60％を適用する設計業務等は，業務内容が技術的に極めて高度であり，かつ複雑困難なも

のである場合で，シンクタンク等に委託するものとする。 のである場合で，シンクタンク等に委託するものとする。

（６） 技術経費率40％を超える場合の運用 （６） 技術経費率40％を超える場合の運用

業務の技術的難易度が異なるものが混在している場合は，単に支配的な工種の技術経費率とはせず， 業務の技術的難易度が異なるものが混在している場合は，単に支配的な工種の技術経費率とはせず，

それぞれの技術的難易度を総合的に勘案して，当該業務の技術経費率を定めるものとする。ただし，技 それぞれの技術的難易度を総合的に勘案して，当該業務の技術経費率を定めるものとする。ただし，技

術経費率は，10％単位とする。 術経費率は，10％単位とする。

１－１０ 設計変更の積算方法 １－１０ 設計変更の積算方法

業務委託の変更は，官積算書を基にして次式により算出する。 業務委託の変更は，官積算書を基にして次式により算出する。

直前の請負額 直前の請負額
業 務 価 格 ＝ 変更官積算業務価格 × 業 務 価 格 ＝ 変更官積算業務価格 ×
（落札率を乗じた額） 直前の官積算額 （落札率を乗じた額） 直前の官積算額

変 更 業 務 委 託 料 ＝ 業 務 価 格 × （１＋消費税率） 変 更 業 務 委 託 料 ＝ 業 務 価 格 × （１＋消費税率）
（落札率を乗じた額） （落札率を乗じた額）

注）１．変更官積算業務価格は，官単位，官経費をもとに当初設計と同一方法により積算する。 注）１．変更官積算業務価格は，官単位，官経費をもとに当初設計と同一方法により積算する。

２．直前の請負額，直前の官積算額は，消費税相当額を含んだ額とする。 ２．直前の請負額，直前の官積算額は，消費税相当額を含んだ額とする。
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（Ａ３） 国土地理院参考資料新旧対照表

改訂内容 応用測量関係の成果検定対象追加

現行基準
現 行 改 訂 摘要

のページ

第２編 測量業務2-1-1

第１章 測量業務積算基準

第１節 測量業務積算基準
１－１ 成果検定
１－１－１ 成果検定の対象
（１） 基本測量（全ての測量の基礎となる測量で，国土地理院が行うものをいう）

基本測量は全ての測量の基礎となるものであり，高精度を要し，かつ利用度の高いものであるので，
原則として全ての基本測量を成果検定の対象とする。

（２） 公共測量（地方整備局等が行う測量）
公共測量作業規程で，精度を要すると規定されている測量，後続の測量の基準となる測量，及び成果
の重要性を勘案して地図作成（修正・写真図・数値地図を含む。)，空中写真撮影，一定距離以上の縦
断測量を成果検定対象の標準とする。
１） 基準点測量関係
① １級基準点測量
全てを検定の対象とする。

② ２級基準点測量
全てを検定の対象とする。

③ ３級基準点測量
下記3項目のうちの一つに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・4級基準点測量の基準となる場合
・縮尺1/500地図作成のための標定点測量の基準となる場合。

④ ４級基準点測量
下記2項目のうちの一つに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・縮尺1/1000以上の地図作成のための標定点測量の基準となる場合

２） 水準測量関係
① １級水準測量
全てを検定の対象とする。

② ２級水準測量
全てを検定の対象とする。

③ ３級水準測量
下記2項目のうちの一つに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・図化のための簡易水準測量の基準を与える幹線測量となる場合

３） 撮影関係
撮影面積にかかわらず検定の対象とする。なお，空中写真については，撮影後速やかに検定を受け
るものとする。

４） 地図作成関係
， 。航測で作成した地図(修正を含む)・写真図については 面積・縮尺にかかわらず検定の対象とする

５） 応用測量関係
路線測量・河川測量において実施される縦断測量で3kmを越えるものを検定の対象とする。

なお，縦断測量（仮ＢＭ設置測量・水準基標測量を含む）は，主に水準測量により行われているこ 追加
とから，検定料金が示されていない場合は，該当する水準測量の検定料金を適用することが出来るも
のとする。

６） 数値地図作成関係
ＴＳ地形測量・ディジタルマッピング・既成図数値化・数値地形図修正で作成した数値地形図・数
値地形図データファイルについては，面積・縮尺にかかわらず検定の対象とする。
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（Ａ３） 関東地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 誤植の修正

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

第２節 路線測量 第２節 路線測量2-2-3
２―１ 路線測量 ２―１ 路線測量
（１） 路線測量を行う場合、既知点から既知点間の基準点測量を実施し，路線測量に必要な新点（始点・終 （１） 路線測量を行う場合、既知点から既知点間の基準点測量を実施し，路線測量に必要な新点（始点・終
点等）を設置するものとする。 点等）を設置するものとする。

（２） 路線測量における積算計上距離は，路線（測点）延長とする。 （２） 路線測量における積算計上距離は，路線（測点）延長とする。

（３） 伐採歩掛は伐採した中心線延長分を計上するものとする。
（３） 伐採歩掛は伐採した中心線延長分を計上するものとする。 また、伐採幅については、測定が可能になる範囲とする。 追加
（４） 用地幅杭設置測量の取付部について，取付道路が独自に中心線を持ち，その中心線を基に幅杭設置す （４） 用地幅杭設置測量の取付部について，取付道路が独自に中心線を持ち，その中心線を基に幅杭設置
るものは，その延長を本線に加算するものとする。 するものは，その延長を本線に加算するものとする。
ただし，取付延長が短い等により，本線中心線を基に幅杭設置するものは，本線に含むものとし， ただし，取付延長が短い等により，本線中心線を基に幅杭設置するものは，本線に含むものとし，
別途加算しないものとする。 別途加算しないものとする。

２－２ 変化率 ２－２ 変化率
（１） 横断測量の変化率の算定において「横断測量の測量幅及び測点間隔による変化率」に示す値の間にな （１） 横断測量の変化率の算定において「横断測量の測量幅及び測点間隔による変化率」に示す値の間にな
る場合は，直近の変化率を採用する。 る場合は，直近の変化率を採用する。

（２） 曲線数による変化率の算定は，標準歩掛「曲線数による変化率参考図」による曲線数で算定する。 （２） 曲線数による変化率の算定は，標準歩掛「曲線数による変化率参考図」による曲線数で算定する。
・曲線数による変化率の算定例 ・曲線数による変化率の算定例
測線延長2.3kmで、単曲線（R1.R2）が２箇所及び凸型のクロソイド曲線（A1.A2）が２箇所の場合 測線延長2.3kmで、単曲線（R1.R2）が２箇所及び凸型のクロソイド曲線（A1.A2）が２箇所の場合

（１km当たり換算単曲線数）＝（換算単曲線数）÷（測線延長） （１km当たり換算単曲線数）＝（換算単曲線数）÷（測線延長）
＝｛（単曲線数）＋（クロソイド曲線数）×２｝÷（測線延長） ＝｛（単曲線数）＋（クロソイド曲線数）×２｝÷（測線延長）
＝（２＋２×２）÷２.３ ＝（２＋２×２）÷２.３
＝２.６≒３（箇所） ＝２.６≒３（箇所）

∴変化率表より変化率は「＋０.１」となる。 ∴変化率表より変化率は「＋０.０」となる。 訂正
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（Ａ３） 国土地理院参考資料新旧対照表

改訂内容 図についてコース数とコース方向数の追加

現行基準
改 訂 適用現 行

のページ

2-2-24 （８） 撮影面積
撮影面積は，空中写真を必要とする地域の面積で，地形図作成の場合は，安全性と標定点の配置状
況を考慮した面積とする。
※ 線状撮影の場合の面積
単発機を使用して，広角カメラ（焦点距離 f＝0.15m）で線状の撮影をする場合の面積は，次
により算定するものとする。
撮影面積（㎞）＝写真一辺の実距離（㎞） 撮影総延長（㎞）2 ×

５－３－２ 撮影コースの計画
コースの計画は，撮影地域を十分に覆って図化作業に支障のないようにし，かつ，撮影地域の地形を
考えて，航空保安上から撮影運航に障害のないように計画する。
コースは，東西方向に計画するのが，実体観測をする際には理想的である。地域が狭長である場合及
び路線撮影の場合は，後続作業での基準点配置，図化能率等の経済性を考慮して，路線方向及び長方向
にコースを計画する。
路線撮影コースの計画※
道路・河川・海岸・鉄道等細長く伸びている地物を図化するために，路線撮影を実施する際は，計
画する地域が撮影するコース幅の70％～80％位の範囲におさまるように余裕を持たせ，全体的な形
状に沿わせて直線でコースを計画する。また，折れ曲がっているコースの折点では，重複して撮影す
るようにコースを延伸する。
また，コースを２，３モデル延長する事により，既設基準点が含まれて空中三角測量に利用できる
場合，新たに標定点を設けるよりは経済的なことが多い。

コース数 ４ 追加
コース方向数 １

図２－５－９ 広地域撮影計画例

コース数 ２ 追加
コース方向数 ２

凡 例
図化区域
撮影範囲
撮影コース
撮影点

図２－５－１０ 路線撮影計画例 １ 追加
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（Ａ３） 国土地理院参考資料新旧対照表

改訂内容 図についてコース数とコース方向数の追加

現行基準
現 行 改 訂 摘要

のページ

2-2-25

コース数 ４ 追加
コース方向数 ２

コース数 ３ 追加
コース方向数 ２

図２－５－１１ 路線撮影計画例２ 追加

※ 横方向のコースは，左図のように１コースでも良いようであるが，余裕を持たせて，両方とも復コ
ースとして計画した。また，完全に覆うようにS.Lを20％とした。

５－３－３ 航空カメラとレンズ
（１） 現在，日本で使われている測量用航空カメラは，表２－５－２のとおりである。

表２－５－２ 測量用航空カメラの種類
会 社 名 カ メ ラ 名 称

ツアイス社（ドイツ） RMK 15/23, RMK 21/18, RMK-A 15/23, RMK-A 21/18
ライカ社 元ｳｲﾙﾄﾞ社 RC-8, RC-10, RC-20, RC-30（ ）

（２） これらのカメラは，表２－５－３のとおり写角により広角と普通角に分けられる。超広角と呼ばれ
るカメラもあるが，日本ではあまり使われていない。

表２－５－３ 測量用航空カメラの諸元
カメラ 焦点距離 写角 画面サイズ 主 な 使 用 対 象
普通角 21 ㎝ 62 18 18㎝ 山地の調査，高層ビル街等° ×
広 角 15.3 90 23 23 一般の測量・調査用° ×
超広角 8.85 120 23 23 開発地域の1/50,000図等° ×
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国地方整備局参考資料新旧対照表 四

字句訂正改訂内容

現行基準
摘要現 行 改 訂

のページ

３編 地質調査業務 第３編 地質調査業務3-1-1

第１章 地質調査積算基準 第１章 地質調査積算基準

第１節 地質調査積算基準 第１節 地質調査積算基準
１－１ 適用範囲 １－１ 適用範囲
１－１－１ 施工単価が適用できる地質調査 １－１－１ 市場単価が適用できる地質調査 訂正

①機械ボーリング ②サンプリング ③サウンディング及び原位置試験 ④現場内小運搬 ①機械ボーリング ②サンプリング ③サウンディング及び原位置試験 ④現場内小運搬 機（
⑤足場仮設 ⑥その他間接調査費 ⑦解析等調査業務 械器具損料を除く） ⑤足場仮設 ⑥その他間接調査費 追加

１－１－２ 施工単価が適用できる地質調査 追加
①現場内小運搬における機械器具損料 ②解析等調査業務

１－１－２ 施工単価が適用できない地質調査 １－１－３ 市場単価及び施工単価が適用できない地質調査
①弾性波探査（ｽﾀｯｷﾝｸﾞ法・発破法） ②軟弱地盤技術解析 ③地すべり調査 ④印刷製本費 ①弾性波探査（ｽﾀｯｷﾝｸﾞ法・発破法） ②軟弱地盤技術解析 ③地すべり調査 ④印刷製本費 訂正

訂正１－１ 地質調査業務の構成 １－２ 地質調査業務の構成

3-1-2 訂正１－２ 地質調査の目的と方法 １－３ 地質調査の目的と方法

3-1-3 訂正１－３ 地質調査相互関連図 １－４ 地質調査相互関連図

3-2-3 １－１－４ その他 １－１－４ その他

（１） 岩分類に対する施工単価ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格 （１） 岩分類に対する市場単価ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格 訂正

岩分類に対する施工単価のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格は下表を標準とする。 岩分類に対する市場単価のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格は下表を標準とする。 訂正

岩分類 施工単価ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格 備 考 岩分類 施工単価ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ規格 備 考
軟岩Ⅰ 軟岩 軟岩Ⅰ 軟岩

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾋﾞｯﾄが必要な場合は、中硬岩を使用。 ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾋﾞｯﾄが必要な場合は、中硬岩を使用。軟岩Ⅱ 軟岩 軟岩Ⅱ 軟岩
中硬岩 中硬岩 中硬岩 中硬岩
硬岩Ⅰ 硬岩 硬岩Ⅰ 硬岩
硬岩Ⅱ 極硬岩 硬岩Ⅱ 極硬岩
破砕帯 破砕帯 破砕帯 破砕帯

（２） ボーリング（試錐）等においては，原則として既存資料の収集・現地調査，資料整理とりまとめ断 （２） ボーリング（試錐）等においては，原則として既存資料の収集・現地調査，資料整理とりまとめ断
面図等の作成，総合解析とりまとめ，協議打合せを計上するものとする。 面図等の作成，総合解析とりまとめ，協議打合せを計上するものとする。

（３） 施工単価については、物価資料（ 建設物価 「積算資料」をいう）によるものとする。なお、現 （３） 市場単価については、物価資料（ 建設物価 「積算資料」をいう）によるものとする。なお、現 訂正「 」、 「 」、
場内小運搬における機械器具損料及び解析等調査業務に係る施工単価は別途通知する。 場内小運搬における機械器具損料及び解析等調査業務に係る施工単価は別途通知する。

（４） 施工単価については、夜間作業は別途考慮とする。 （４） 市場単価については、夜間作業は別途考慮とする。 訂正
（５） 室内土質試験等は、物価資料を参考にして積算するものとし，直接調査費に計上する。 （５） 室内土質試験等は、物価資料を参考にして積算するものとし，直接調査費に計上する。
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国地方整備局参考資料新旧対照表 四

新規追加改訂内容

現行基準
摘要現 行 改 訂

のページ

3-2-4 ２） 足場材料等（仮囲い以外は平坦地足場の重量分を差し引いた重量） ２） 足場材料等（仮囲い以外は平坦地足場の重量分を差し引いた重量）

区 分 標準重量 区 分 標準重量

湿 地 足 場 950kg 湿 地 足 場 950kg

傾 斜 地 足 場 900kg 傾 斜 地 足 場 900kg

水 上 足 場 1,500kg 水 上 足 場 1,500kg
(水深１ｍ未満) (水深１ｍ未満)

水上足場(水深１ｍ 1,950kg 水上足場(水深１ｍ 1,950kg
以上３ｍ未満) 以上３ｍ未満)

環境保全(仮囲い) 250kg 環境保全(仮囲い) 250kg

注）１．傾斜地足場の重量は，垂直ボーリングで深度80ｍ以下，地形傾斜15°～30°を標準と 注）１．傾斜地足場の重量は，垂直ボーリングで深度80ｍ以下，地形傾斜15°～30°を標準
しており，これ以外のケースは別途とする。 としており，これ以外のケースは別途とする。
２．モノレール運搬，索道運搬を行う場合の機材は別途とする。 ２．モノレール運搬，索道運搬を行う場合の機材は別途とする。
３．配管給水を行う場合の機材は別途とする。 ３．配管給水を行う場合の機材は別途とする。

（４）総運搬距離及び設置距離について
１）人肩運搬及び特装車運搬の総運搬距離積算例 追加

例１ 例２

道路ａから道路ｂへ出る場合

総運搬距離＝①＋②＋③＋④ 総運搬距離＝①＋②＋③

道路ａから道路ａへ戻る場合

総運搬距離＝①＋②＋②＋①

道 路

Ａ

Ｂ
Ｃ

①

②

③

④

：ボーリンｸﾞ地点

道路ｂ

道路ａ

：ボーリンｸﾞ地点

Ａ

Ｂ

①

②

③
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国地方整備局参考資料新旧対照表 四

新規追加改訂内容

現行基準
摘要現 行 改 訂

のページ

２）モノレール運搬設置距離・設置箇所計算例 追加
3-2-4

3-2-4 （５）補正係数の設定について 追加
１）標高差の考え方

case１

設置距離＝①＋②＋③

設置箇所数＝１箇所

case２

設置距離＝①＋②＋④

設置箇所数＝２箇所

なお，積算に当たっては経済比較により安価

な方を採用すること。

道 路

Ａ

Ｂ

Ｃ

：ボーリンｸﾞ地点

①

②

③

④

例１

人肩運搬もしくは特装車で現場内小運搬

を行う場合の「換算距離」における標高差

は，図に示すとおり基準面からの最大標

高差とする。

例２ なお，搬入路伐採等における標高差も同

様の考え方とする。

例３

基準面

基準面

基準面 ：ボーリンｸﾞ地点

標高差

標高差

標高差



（Ａ３） 近畿地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 標準歩掛廃止に伴い全面削除

現行基準
現 行 改 訂 摘要

のページ

２－４ トランペット・クローバー型Ｉ.Ｃ詳細設計4-1-6

２－４－１ 歩掛の適用

トランペット・クローバ型ＩＣ詳細設計については，高架構造部分の延長が，そのランプ毎の全延長

の60％を越えるランプについては，本歩掛は適用できない。

Ａランプ

Ｂランプ

Ｃランプ Ｄランプ 一般道

図２－３ Ｉ．Ｃ参考図

削除【削 除】
Ａランプ：Ａランプ高架延長／Ａランプ全延長＝30％ → 標準歩掛

Ｂランプ：Ｂランプ高架延長／Ｂランプ全延長＝61％ → 別途積算

Ｃランプ：Ｃランプ高架延長／Ｃランプ全延長＝80％ → 別途積算

Ｄランプ：Ｄランプ高架延長／Ｄランプ全延長＝60％ → 標準歩掛

※但し，（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）＜３ｋｍの場合

ジャンクション詳細設計についても，トランペット・クローバー型Ｉ．Ｃ詳細設計の標準歩掛と，上

記凡例を適用する。
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（Ａ３） 近畿地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 トランペット・クローバ型ＩＣ詳細設計の運用削除に伴い適用範囲を移行

現行基準
現 行 改 訂 摘要

のページ

第３節 道路休憩施設設計 第３節 道路休憩施設設計4-1-7

３－１ 道路休憩施設設計 ３－１ 道路休憩施設設計
（１） 適用 （１） 適用

標準歩掛は，高規格幹線道路及びこれに準ずる道路に設置する道路休憩施設設計（予備・詳細）に適 標準歩掛は，高規格幹線道路及びこれに準ずる道路に設置する道路休憩施設設計（予備・詳細）に適
用する。 用する。

（２） 通り抜け車道の延長 （２） 通り抜け車道の延長
対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）は下記のとおりとする。 対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）は下記のとおりとする。

１ ２ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ １ ２ ３ １ ２ ３ ４<ｹｰｽ1>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ <ｹｰｽ2>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ <ｹｰｽ3>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ <ｹｰｽ1>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ <ｹｰｽ2>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ <ｹｰｽ3>Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ

１ １ １ １Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ

１ １Ｌ Ｌ

２ ２Ｌ Ｌ

３ ３ ４ ３ ３ ４Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ

２ ２ ２ ２Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ

：エリア部分 ：エリア部分

（３） 詳細設計の横断図 （３） 詳細設計の横断図
仕様書でいう横断図の20ｍ間隔は，通り抜け車道の道路設計に適用し，エリア部分の横断図について 仕様書でいう横断図の20ｍ間隔は，通り抜け車道の道路設計に適用し，エリア部分の横断図について
は，標準部及び特殊部について作成する。 は，標準部及び特殊部について作成する。

（４） インターチェンジとサービスエリア（パーキングエリア）の併設施工の場合の対象区間のノーズ間距 （４） インターチェンジとサービスエリア（パーキングエリア）の併設施工の場合の対象区間のノーズ間距
離（積算延長：Ｌ） 離（積算延長：Ｌ）

１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ Ｌ＝Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ ＋Ｌ

１ １Ｌ Ｌ

２ ２Ｌ Ｌ

Ｌ Ｌ ：エリア部分 Ｌ Ｌ ：エリア部分３ ４ ３ ４

一般道 一般道

（５） 橋梁予備（詳細）設計を同時に発注する場合は，橋梁部の延長はサービスエリア(パーキングエリア） （５） 橋梁予備（詳細）設計を同時に発注する場合は，橋梁部の延長はサービスエリア(パーキングエリア）
予備（詳細）設計に計上しないものとする。 予備（詳細）設計に計上しないものとする。

（６） 対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）が長い場合 （６） 対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）が長い場合
詳細設計で対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）が３㎞以上になるものは別途積算とする。 詳細設計で対象区間のノーズ間距離（積算延長：Ｌ）が３㎞以上になるものは別途積算とする。

（７） 高架構造を主体とする通り抜け車道の設計については，トランペット・クローバー型ＩＣ設計の高架 （７） 高架構造を主体とする通り抜け車道の設計については，高架構造部分の延長が，そのランプ毎の全延長 訂正
構造についての運用によるものとする。 の60％を越えるランプについては，本歩掛は適用できない。
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（Ａ３） 北陸地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 一般構造物設計：重力式・逆Ｔ式擁壁詳細設計で、計算例を追加したことにより、「計算例」の目次に該当項目を追加した。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

４－５ 積算例 ４－５ 積算例4-1-15
（ もくじ ） （ もくじ ）

４－５－１ 箱型函渠〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-16 ４－５－１ 箱型函渠〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-15 訂正

〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-17 〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-16 〃

〔ケース３〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-18 〔ケース３〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-17 〃

４－５－２ 逆Ｔ式擁壁・重力式擁壁 ４－５－２ 逆Ｔ式擁壁・重力式擁壁
〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-20 〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-19 〃

〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-21 〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-20 〃

〔ケース３〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1- 追加21

４－５－３ モタレ式擁壁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-22 ４－５－３ モタレ式擁壁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-23 訂正

４－５－４ 井桁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-23 ４－５－４ 井桁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-24 〃

４－５－５ 大型ブロック積 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-24 ４－５－５ 大型ブロック積 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-25 〃

４－５－６ 補強土〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-25 ４－５－６ 補強土〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-26 〃

〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-25 〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-26 〃

４－５－７ Ｕ型擁壁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-26 ４－５－７ Ｕ型擁壁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-27 〃

４－５－８ アンカー付き場所打ち法枠 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-28 ４－５－８ アンカー付き場所打ち法枠 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-29 〃

４－５－９ 落石防止柵〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-29 ４－５－９ 落石防止柵〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-30 〃

〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-30 〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-31 〃

〔ケース３〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-31 〔ケース３〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-32 〃

４－５－１０ 雪崩予防施設〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-33 ４－５－１０ 雪崩予防施設〔ケース１〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-34 〃

〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-34 〔ケース２〕 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1-35 〃
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（Ａ３） 北陸地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 一般構造物設計：重力式・逆Ｔ式擁壁詳細設計で、計算例を追加した。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

２） 箇所数
4-1-22

重力式： ｎ ＝ 2 （標準設計使用の断面数）ａ

逆Ｔ式： ｎ ＝ 3 ＋ 2 ＝ 5ｂ

↓ ↓
標準設計使 類似構造物使用の
用断面数 断面数

３） 設計歩掛（道路設計に含めて発注するため現地踏査は計上しない。）

重力式： １断面当り歩掛１ × 2 ＝ 設計歩掛１

↓
ａ重力式のｎ

逆Ｔ式： １断面当り歩掛２ × 5 ＝ 設計歩掛２

↓
ｂ逆Ｔ式のｎ

設計歩掛１ ＋ 設計歩掛２ ＝ 設計歩掛の合計

〔ケース３〕
（１） 積算条件
１） 詳細設計である。道路設計に含めて発注する。（予備設計を行い，概略設計計算済。）
２） 杭基礎である。（標準設計は適用できない。）
３） 逆Ｔ式 延長＝ 65ｍ Ｈ＝2.0～5.0ｍ
重力式 延長＝ 60ｍ
（Ａ）及び（Ｄ） Ｈ＝2.0ｍ，Ｌ＝ 40ｍ（同高）
（Ｂ） Ｈ＝2.0～5.0ｍ，Ｌ＝20ｍ

４） 仮設設計は行わない。

側 面 図

5ｍ
追加

2ｍ 2ｍ 2ｍ 2ｍ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

20ｍ 20ｍ

重力式 40ｍ 逆Ｔ式 65ｍ 重力式

20ｍ
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（Ａ３） 北陸地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 一般構造物設計：重力式・逆Ｔ式擁壁詳細設計で、計算例を追加した。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

（２） 計 算 例
4-1-22 １） １箇所(１断面)当りの歩掛

逆Ｔ式： 標準歩掛 × 0 . 9 ＝ １断面当り歩掛１

↓
予備設計で概略設計計算済
（－10％）

重力式： 標準歩掛 × 0 . 9 ＝ １断面当り歩掛２

↓
予備設計で概略設計計算済
（－10％）

２） 箇所数
① 逆Ｔ式

(C) ｎ ＝△ｈ／1.0ｍ＝3.0／1.0＝3.0 → 3 高さが変化し連続した擁壁c１

ｎ ＝Ｌ／40ｍ＝65／40＝1.625 → 2 △ｈ＝(5.0ｍ－2.0ｍ)＝3.0ｍc２

ｎ ＞ｎ よりｎ＝3とする。 Ｌ＝ 65ｍc１ c２ c

逆Ｔ式の設計箇所数 ｎ＝ １＋（ 3 －１）×0.7＝ 2 . 4

↓
ｂｎ

追加
② 重力式

（A)及び(D) ｎ ＝ 1 （同型，同高，同設計条件）（Ｌ＝20ｍ＋20ｍ＝40ｍ分）ａｄ

(B) ｎ ＝△ｈ／1.0ｍ＝3.0／1.0＝3.0 → 3 高さが変化し連続した擁壁ｂ１

ｎ ＝Ｌ／40ｍ＝20／40＝0.5 → 1 △ｈ＝(5.0ｍ－2.0ｍ)＝3.0ｍｂ２

上式による場合，箇所数は３箇所となるが， Ｌ＝ 20ｍ
(B)区間の延長が20ｍ以下のため１箇所を設
計断面数とする。

∴ ｎ ＝ 1ｂ

重力式の設計箇所数 ｎ＝ 1 ＋ 1 ＝ 2 . 0

↓ ↓
ａｄ ｂｎ ｎ

３） 設計歩掛
（道路設計に含めて発注するため現地踏査は計上しない。一般構造物基礎工の歩掛を加算する。

逆Ｔ式： １断面当り歩掛１ × 2 . 4 ＋ 一般構造物基礎工の歩掛 ＝ 設計歩掛１

↓ ↓
ｎ 別途積算

重力式： １断面当り歩掛２ × 2 . 0 ＋ 一般構造物基礎工の歩掛 ＝ 設計歩掛２

↓ ↓
ｎ 別途積算

設計歩掛１ ＋ 設計歩掛２ ＝ 設計歩掛の合計

４－５－３ モタレ式擁壁
（１） 積算条件



（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 参考資料第１編第１章第２節２－２(１)の数量の端数処理方法に合わせる

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-40 ２） 橋長補正 ２） 橋長補正
補正係数算定表より，３００ｍ未満の場合；０．８５３×Ｌ＋３６．０２５（％） 補正係数算定表より，３００ｍ未満の場合；０．８５３×Ｌ＋３６．０２５（％）
したがって，橋長２８０ｍより，０．８５３×２８０＋３６．０２５＝２７４．８６５ したがって，橋長２８０ｍより，０．８５３×２８０＋３６．０２５＝２７４．８６５

≒２７４．９（％） ≒２７４．９（％）
（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） （小数２位を四捨五入し，小数１位止とする）

注）橋長が３０００ｍを越えるものについては別途考慮する。 注）橋長が３０００ｍを越えるものについては別途考慮する。
３） 地震時保有水平耐力法による耐力照査 ３） 地震時保有水平耐力法による耐力照査
コントロールポイントとなる橋脚を１基有するため，１基当たりの追加歩掛を橋長補正後の標準歩 コントロールポイントとなる橋脚を１基有するため，１基当たりの追加歩掛を橋長補正後の標準歩
掛に加算する。 掛に加算する。
４） 基礎地盤が杭基礎を必要とする場合の補正 ４） 基礎地盤が杭基礎を必要とする場合の補正
杭基礎を必要とする場合は，１橋当たり標準歩掛の１０％を加算するが，杭基礎を有する下部工の 杭基礎を必要とする場合は，１橋当たり標準歩掛の１０％を加算するが，杭基礎を有する下部工の
基数，下部工の区分（橋台・橋脚）に関係なく，一律とする。 基数，下部工の区分（橋台・橋脚）に関係なく，一律とする。

◎ 小 計（１） ◎ 小 計（１）
（直接人件費） （直接人件費）
標準歩掛 ×（２７４．９／１００＋０．１０）＋ 標準歩掛 ×（２７４．９／１００＋０．１０）＋

１基×（地震時保有水平耐力法による耐力照査の１基当たりの追加歩掛） １基×（地震時保有水平耐力法による耐力照査の１基当たりの追加歩掛）
＝標準歩掛×（２．７５＋０．１０）＋ ＝標準歩掛×（２．７４９＋０．１０）＋ 修正

１基×（地震時保有水平耐力法による耐力照査の１基当たりの追加歩掛） １基×（地震時保有水平耐力法による耐力照査の１基当たりの追加歩掛）
（小数３位を四捨五入し，小数２位止とする。） 削除

（直接経費［電算機使用料］）
（直接経費［電算機使用料］） 標準歩掛 × ０．０１
標準歩掛 × ０．０１

５） 関係機関との協議資料作成 ５） 関係機関との協議資料作成
河川・道路管理者，ＪＲ等関係管理者との協議用・説明用資料が別途必要な場合に１業務当たりの 河川・道路管理者，ＪＲ等関係管理者との協議用・説明用資料が別途必要な場合に１業務当たりの
追加歩掛を加算する。 追加歩掛を加算する。
６） 現地踏査 ６） 現地踏査
現地踏査として１業務当たりの歩掛を計上する。 現地踏査として１業務当たりの歩掛を計上する。

７） 設計協議 ７） 設計協議
設計協議として１業務当たりの歩掛を計上する。なお，標準回数は４回とする。 設計協議として１業務当たりの歩掛を計上する。なお，標準回数は４回とする。
（着手時＋中間時×２＋成果品納入時） （着手時＋中間時×２＋成果品納入時）
注）着手時，成果品納入時には原則として，管理技術者が立ち会うよう特記仕様書に明示するものとす 注）着手時，成果品納入時には原則として，管理技術者が立ち会うよう特記仕様書に明示するものとす
る。 る。
８） その他 ８） その他
景観検討が必要な場合は別途考慮するものとし，追加歩掛として加算する。 景観検討が必要な場合は別途考慮するものとし，追加歩掛として加算する。

◎ 小 計（２） ◎ 小 計（２）
（直接人件費） （直接人件費）
「関係機関との協議資料作成」追加歩掛 「関係機関との協議資料作成」追加歩掛
「現地踏査」歩掛 「現地踏査」歩掛
「設計協議」歩掛 「設計協議」歩掛

◎ １業務当たり合 計 ◎ １業務当たり合 計
小 計（１）＋小 計（２） 小 計（１）＋小 計（２）
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 疲労設計に関する記述を追加

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

５－３ 橋梁詳細設計 ５－３ 橋梁詳細設計4-1-41
５－３－１ 積算についての注意事項 ５－３－１ 積算についての注意事項
１．〈橋梁詳細設計全体〉 １．〈橋梁詳細設計全体〉
（１） １橋当たりの歩掛 （１） １橋当たりの歩掛

座標計算，施工計画については，上部工，下部工，基礎工，架設工を全て含んだ１橋当たりの歩掛と 座標計算，施工計画については，上部工，下部工，基礎工，架設工を全て含んだ１橋当たりの歩掛と
して計上する。 して計上する。

（２） １業務当たりの歩掛 （２） １業務当たりの歩掛
１） 現地踏査 １） 現地踏査
現地踏査として１業務当たりの歩掛を計上する。 現地踏査として１業務当たりの歩掛を計上する。

２） 設計協議 ２） 設計協議
設計協議として１業務当たりの歩掛を計上する。なお，標準回数は４回とする。 設計協議として１業務当たりの歩掛を計上する。なお，標準回数は４回とする。
（着手時＋中間時×２＋成果品納入時） （着手時＋中間時×２＋成果品納入時）
注）着手時，成果品納入時には原則として，管理技術者が立ち会うよう特記仕様書に明示するものとす 注）着手時，成果品納入時には原則として，管理技術者が立ち会うよう特記仕様書に明示するものとす
る。 る。

◎ 橋梁詳細設計全体 ◎ 橋梁詳細設計全体
（直接人件費） （直接人件費）
［１橋当たり］ 「座標計算」歩掛 ［１橋当たり］ 「座標計算」歩掛

「施工計画」歩掛 「施工計画」歩掛
［１業務当たり］ 「現地踏査」歩掛 ［１業務当たり］ 「現地踏査」歩掛

「設計協議」歩掛 「設計協議」歩掛

２．〈橋梁上部工〉 （３） 鋼橋の設計における疲労の検討 追加
鋼橋の設計において，疲労の検討を行う必要がある場合は，別途考慮する。

（１） 類似構造物
１） 類似構造物の範囲は，同一業務内のみ適用する。（連続高架橋を２つ以上の業務に分割して発注す
る場合は，類似構造物として取り扱えないため，設計区間割等について十分検討する。） ２．〈橋梁上部工〉
２） 同一橋種で橋長の異なる複数の橋梁を設計する場合，一番橋長の長いものを基本構造物とし，その
他は類似構造物として取り扱う。 （１） 類似構造物
（上下線が分離した橋梁についても同様とする。） １） 類似構造物の範囲は，同一業務内のみ適用する。（連続高架橋を２つ以上の業務に分割して発注す

３） 同一橋種の橋梁における類似構造物の取り扱いは，基本となる構造物を１橋のみ計上する。なお， る場合は，類似構造物として取り扱えないため，設計区間割等について十分検討する。）
類似構造物を基本構造物に読み替えた“類似の類似”は行わない。 ２） 同一橋種で橋長の異なる複数の橋梁を設計する場合，一番橋長の長いものを基本構造物とし，その

４） 変更設計で，基本構造物の橋種等を変更する場合，類似構造物は基本構造物を失うため類似構造物 他は類似構造物として取り扱う。
の一つを基本構造物とし，残りの類似構造物については元設計の歩掛をそのまま適用する。 （上下線が分離した橋梁についても同様とする。）

３） 同一橋種の橋梁における類似構造物の取り扱いは，基本となる構造物を１橋のみ計上する。なお，
類似構造物を基本構造物に読み替えた“類似の類似”は行わない。

元 設 計 基本 類似 類似 類似 （基本１，類似３） ４） 変更設計で，基本構造物の橋種等を変更する場合，類似構造物は基本構造物を失うため類似構造物
↓変更 ↓変更 の一つを基本構造物とし，残りの類似構造物については元設計の歩掛をそのまま適用する。

変更設計 基本１ 基本２ 類似 類似 （基本２，類似２）

元 設 計 基本 類似 類似 類似 （基本１，類似３）
↓変更 ↓変更

変更設計 基本１ 基本２ 類似 類似 （基本２，類似２）
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 説明を追加

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-42 （２） 同一の上部工の場合 （２） 同一の上部工の場合
１） １業務において同一の上部工がある場合は１橋分のみ計上する。同一の上部工とは下記の条件を満 １） １業務において同一の上部工がある場合は１橋分のみ計上する。同一の上部工とは下記の条件を満
足するものをいう。 足するものをいう。
① 橋種が同一であること。 ① 橋種が同一であること。
① 橋長及びスパン割りが同一であること。 ② 橋長及びスパン割りが同一であること。
③ 幅員が同一であること。 ③ 幅員が同一であること。
④ 斜橋，バチ形橋の場合は斜角及びバチ形が同一であること。 ④ 斜橋，バチ形橋の場合は斜角及びバチ形が同一であること。
⑤ 曲線橋の場合は曲線要素が同一であること。（上下線が分離している場合，曲線要素が異なる場合 ⑤ 曲線橋の場合は曲線要素が同一であること。（上下線が分離している場合，曲線要素が異なる場合
は同一と見なさない。） は同一と見なさない。）
⑥ 床版で対応できる範囲の曲線橋及びバチ形橋については，同一の橋梁とする。 ⑥ 床版で対応できる範囲の曲線橋及びバチ形橋については，同一の橋梁とする。
２） 同一橋梁の考え方は，変更設計に与える影響が大きい（変更で橋長に差ができた場合は，類似構造 ２） 同一橋梁の考え方は，変更設計に与える影響が大きい（変更で橋長に差ができた場合は，類似構造
物として考える。）ため，当初設計から十分な検討のうえ設計橋数を計上すること。 物として考える。）ため，当初設計から十分な検討のうえ設計橋数を計上すること。

（３） 上部工・下部工一体型橋梁の場合 （３） 上部工・下部工一体型橋梁の場合
下記橋種の場合，橋脚工は計上しないものとする。なお，橋台工，基礎工を必要とする場合は別途計 下記橋種の場合，橋脚工（垂直材含む）は計上しないものとする。なお，橋台工，基礎工を必要とす 追加
上する。 る場合は別途計上する。

橋 種
（ＲＣ）３径間連続ラーメン橋 橋 種
（ＰＣ）斜材付きπ型ラーメン橋 （ＲＣ）３径間連続ラーメン橋
（ 鋼 ）π型ラーメン橋 （ＰＣ）斜材付きπ型ラーメン橋

（ 鋼 ）π型ラーメン橋
（４） 上部工詳細設計の積算例
（例） （４） 上部工詳細設計の積算例
設計条件；［予備設計なし］ （例）
◎４径間連続ポストテンションＴ桁橋（基本構造物，橋長１６８ｍ，Ｒ＝３００ｍ，斜角６５゜） 設計条件；［予備設計なし］

同 上 （類似構造物，橋長１６０ｍ，Ｒ＝２８０ｍ，斜角６５゜） ◎４径間連続ポストテンションＴ桁橋（基本構造物，橋長１６８ｍ，Ｒ＝３００ｍ，斜角６５゜）
◎ 単純ポストテンションＴ桁橋 （標準設計利用，橋長３０ｍ） 同 上 （類似構造物，橋長１６０ｍ，Ｒ＝２８０ｍ，斜角６５゜）

同 上 （標準設計利用，橋長３５ｍ） ◎ 単純ポストテンションＴ桁橋 （標準設計利用，橋長３０ｍ）
同 上 （標準設計利用，橋長３５ｍ）

Ｒ＝３００ｍ

橋長１６８ｍ Ｒ＝３００ｍ

橋長１６８ｍ

橋長１６０ｍ 斜角６５゜

橋長１６０ｍ 斜角６５゜単純ポストテンションＴ桁橋（Ｒ＝∞）

単純ポストテンションＴ桁橋（Ｒ＝∞）Ｒ＝２８０ｍ

橋長３５ｍ Ｒ＝２８０ｍ

橋長３５ｍ４径間連続ポストテンションＴ桁橋

４径間連続ポストテンションＴ桁橋

橋長３０ｍ

橋長３０ｍ
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 参考資料第１編第１章第２節２－２(１)の数量の端数処理方法に合わせる

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-43 １） 電算機使用料 １） 電算機使用料
電算機使用料は，上部工橋種毎にそれぞれ標準歩掛の１％を直接経費として計上する。 電算機使用料は，上部工橋種毎にそれぞれ標準歩掛の１％を直接経費として計上する。

２） 橋長補正 ２） 橋長補正
３径間連続ポストテンションＴ桁橋の橋長補正式より，ｙ＝０．３６６×Ｌ＋５３．３４（％） ３径間連続ポストテンションＴ桁橋の橋長補正式より，ｙ＝０．３６６×Ｌ＋５３．３４（％）
したがって，橋長１６８ｍの場合；０．３６６×１６８＋５３．３４＝１１４．８２８ したがって，橋長１６８ｍの場合；０．３６６×１６８＋５３．３４＝１１４．８２８

≒１１４．８（％） ≒１１４．８（％）
（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） （小数２位を四捨五入し，小数１位止とする）

橋長１６０ｍの場合；０．３６６×１６０＋５３．３４＝１１１．９００ 橋長１６０ｍの場合；０．３６６×１６０＋５３．３４＝１１１．９００
≒１１１．９（％） ≒１１１．９（％）

（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） （小数２位を四捨五入し，小数１位止とする）
注）歩掛適用範囲については，「径間毎の標準橋長」で決定し，適用橋長（４径間の場合は，３径間 注）歩掛適用範囲については，「径間毎の標準橋長」で決定し，適用橋長（４径間の場合は，３径間
適用橋長×１３０％）を越えるものについては別途考慮するものとし，橋長補正式による歩掛の 適用橋長×１３０％）を越えるものについては別途考慮するものとし，橋長補正式による歩掛の
補正はしないものとする。 補正はしないものとする。

３） 予備設計の有無による補正 ３） 予備設計の有無による補正
予備設計を実施していない場合は，標準歩掛（予備設計あり）の５％を加算する。 予備設計を実施していない場合は，標準歩掛（予備設計あり）の５％を加算する。

４） 径間が変化する場合の補正 ４） 径間が変化する場合の補正
連続桁の場合，標準歩掛（３径間）に対して各補正率を乗じたものを加算する。したがって，４径 連続桁の場合，標準歩掛（３径間）に対して各補正率を乗じたものを加算する。したがって，４径
間の場合は，標準歩掛の５％を加算する。 間の場合は，標準歩掛の５％を加算する。
注）径間数が７径間以上のものについては，別途考慮するものとする。 注）径間数が７径間以上のものについては，別途考慮するものとする。
５） 形状の変化する場合の補正 ５） 形状の変化する場合の補正
斜橋，バチ形橋，曲線橋の場合，標準歩掛に対して各補正率を乗じたものを加算する。なお，床版 斜橋，バチ形橋，曲線橋の場合，標準歩掛に対して各補正率を乗じたものを加算する。なお，床版
で対応できる範囲の曲線橋及びバチ形橋については補正の対象としない。また，形状補正項目が重複 で対応できる範囲の曲線橋及びバチ形橋については補正の対象としない。また，形状補正項目が重複
する場合は，該当補正率のうち上位の補正率を単独使用する。 する場合は，該当補正率のうち上位の補正率を単独使用する。
したがって，曲線橋（補正率８０％）で斜橋（補正率１０％）の場合は，上位補正率である８０％ したがって，曲線橋（補正率８０％）で斜橋（補正率１０％）の場合は，上位補正率である８０％
のみを標準歩掛に乗じたものを加算する。 のみを標準歩掛に乗じたものを加算する。
６） 標準設計を利用する場合の補正 ６） 標準設計を利用する場合の補正
単純ポストテンションＴ桁橋の標準設計利用が２橋のため， 単純ポストテンションＴ桁橋の標準設計利用が２橋のため，
標準歩掛（単純ポストテンションＴ桁橋［予備設計あり］）×６０％×２橋を計上する。 標準歩掛（単純ポストテンションＴ桁橋［予備設計あり］）×６０％×２橋を計上する。

７） その他 ７） その他
景観検討が必要な場合は別途考慮するものとし，追加歩掛として加算する。 景観検討が必要な場合は別途考慮するものとし，追加歩掛として加算する。

◎ 上部工合計 ◎ 上部工合計
（直接人件費） （直接人件費）
*４径間連続ポストテンションＴ桁橋 *４径間連続ポストテンションＴ桁橋
［基本構造物］標準歩掛（３径間）×（１１４．８／１００＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×１ ［基本構造物］標準歩掛（３径間）×（１１４．８／１００＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×１

＝標準歩掛（３径間）× （１．１５＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×１ ＝標準歩掛（３径間）× （１．１４８＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×１ 修正
［類似構造物］標準歩掛（３径間）×（１１１．９／１００＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×０．６５ ［類似構造物］標準歩掛（３径間）×（１１１．９／１００＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×０．６５

＝標準歩掛（３径間）×（１．１２＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×０．６５ ＝標準歩掛（３径間）×（１．１１９＋０．０５＋０．０５＋０．８０）×０．６５ 修正
（小数３位を四捨五入し，小数２位止とする。） 削除

*単純ポストテンションＴ桁橋 *単純ポストテンションＴ桁橋
標準歩掛（単純ポストテンションＴ桁橋［予備設計あり］）×０．６０×２橋 標準歩掛（単純ポストテンションＴ桁橋［予備設計あり］）×０．６０×２橋
（直接経費［電算機使用料］） （直接経費［電算機使用料］）
標準歩掛（３径間連続ポストテンションＴ桁橋）×０．０１ 標準歩掛（３径間連続ポストテンションＴ桁橋）×０．０１
（単純ポストテンションＴ桁橋は標準設計を利用するので対象としない） （単純ポストテンションＴ桁橋は標準設計を利用するので対象としない）
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 説明を追加

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-44 ３．〈橋梁下部工・橋梁基礎工〉 ３．〈橋梁下部工・橋梁基礎工〉
（１） 橋梁下部工（標準歩掛） （１） 橋梁下部工（標準歩掛）
１） ＢＯＸアバットの歩掛は，ラーメン橋台の歩掛を使用すること。 １） ＢＯＸアバットの歩掛は，ラーメン橋台の歩掛を使用すること。
２） 橋脚の逆Ｔ式と張出式の考え方は，次のとおりとする。 ２） 橋脚の逆Ｔ式と張出式の考え方は，次のとおりとする。
逆Ｔ式 張り出し部に上部工荷重がかからない場合 逆Ｔ式 張り出し部に上部工荷重がかからない場合
張出式 張り出し部に上部工荷重がかかる場合 張出式 張り出し部に上部工荷重がかかる場合

（２） 類似構造物 ３） 液状化が生じる地盤にある橋台基礎の検討については，現行歩掛に含まれる。 追加
１） 類似構造物の範囲は，同一業務内のみ適用する。（連続高架橋を２つ以上の業務に分割して発注す ４） 橋梁下部工の設計において，鋼製橋脚は、別途考慮する。
る場合は，類似構造物として取り扱えないため，設計区間割等について十分検討する。） （２） 類似構造物
２） 同一型式の橋梁における類似構造物の取り扱いは，基本となる構造物を１基のみ計上する。なお， １） 類似構造物の範囲は，同一業務内のみ適用する。（連続高架橋を２つ以上の業務に分割して発注す
類似構造物を基本構造物に読み替えた“類似の類似”は行わない。 る場合は，類似構造物として取り扱えないため，設計区間割等について十分検討する。）

３） 変更設計で，基本構造物の型式等を変更する場合，類似構造物は基本構造物を失うため類似構造物 ２） 同一型式の橋梁における類似構造物の取り扱いは，基本となる構造物を１基のみ計上する。なお，
の一つを基本構造物とし，残りの類似構造物については元設計の歩掛をそのまま適用する。 類似構造物を基本構造物に読み替えた“類似の類似”は行わない。

３） 変更設計で，基本構造物の型式等を変更する場合，類似構造物は基本構造物を失うため類似構造物
の一つを基本構造物とし，残りの類似構造物については元設計の歩掛をそのまま適用する。

元 設 計 基本 類似 類似 類似 （基本１，類似３）
↓変更 ↓変更

変更設計 基本１ 基本２ 類似 類似 （基本２，類似２） 元 設 計 基本 類似 類似 類似 （基本１，類似３）
↓変更 ↓変更

変更設計 基本１ 基本２ 類似 類似 （基本２，類似２）
（３） 同一の下部工・基礎工の場合
１） １業務において同一の下部工・基礎工がある場合は１基分のみ計上する。同一の下部工・基礎工と
は下記の条件を満足するものをいう。 （３） 同一の下部工・基礎工の場合
（下部工） １） １業務において同一の下部工・基礎工がある場合は１基分のみ計上する。同一の下部工・基礎工と
① 上部反力（支承条件）が同一であること。 は下記の条件を満足するものをいう。
② 躯体幅，高さが同一であること。 （下部工）
③ 構造型式（重力式，逆Ｔ式，柱式等）が同一であること。 ① 上部反力（支承条件）が同一であること。
（基礎工） ② 躯体幅，高さが同一であること。
① 上記下部工の同一条件を満足するもの。 ③ 構造型式（重力式，逆Ｔ式，柱式等）が同一であること。
② 杭種，杭径が同一であるもの。（杭長，杭本数も同一） （基礎工）

（４） 下部工・基礎工詳細設計の積算例 ① 上記下部工の同一条件を満足するもの。
（例） ② 杭種，杭径が同一であるもの。（杭長，杭本数も同一）
設計条件 （４） 下部工・基礎工詳細設計の積算例
橋台；Ａ１，Ａ２共に逆Ｔ式でＡ１には基礎工（深礎杭）あり，Ａ２は直接基礎とする。なお， （例）
Ａ１，Ａ２共に標準設計を利用する。 設計条件

橋脚；Ｐ１～Ｐ２は壁式で基礎工（深礎杭で杭径はＰ１，Ｐ２とも同一）あり，Ｐ３～Ｐ４は張 橋台；Ａ１，Ａ２共に逆Ｔ式でＡ１には基礎工（深礎杭）あり，Ａ２は直接基礎とする。なお，
出式で直接基礎とする。 Ａ１，Ａ２共に標準設計を利用する。

橋脚；Ｐ１～Ｐ２は壁式で基礎工（深礎杭で杭径はＰ１，Ｐ２とも同一）あり，Ｐ３～Ｐ４は張
出式で直接基礎とする。Ａ１ Ｐ１ Ｐ２ Ｐ３ Ｐ４ Ａ２

逆Ｔ式 壁式 壁式 張出式 張出式 逆Ｔ式 Ａ１ Ｐ１ Ｐ２ Ｐ３ Ｐ４ Ａ２

橋台； 逆Ｔ式 壁式 壁式 張出式 張出式 逆Ｔ式深礎杭 深礎杭

橋台； 標準設計利用深礎杭

標準設計利用 橋台；深礎杭 深礎杭

橋台； 標準設計利用深礎杭

標準設計利用
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 説明を追加

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-45 １） 電算機使用料 １） 電算機使用料
電算機使用料は，下部工では下部工構造型式毎にそれぞれ標準歩掛の１％を直接経費として計上す 電算機使用料は，下部工では下部工構造型式毎にそれぞれ標準歩掛の１％を直接経費として計上す
るものとし，基礎工がある場合は基礎工構造型式毎にそれぞれ標準歩掛の２％を直接経費として計上 るものとし，基礎工がある場合は基礎工構造型式毎にそれぞれ標準歩掛の２％を直接経費として計上
する。 する。
２） 標準設計を利用する場合の補正 ２） 標準設計を利用する場合の補正
Ａ１・Ａ２橋台（逆Ｔ式）共に標準設計が利用できるため， Ａ１・Ａ２橋台（逆Ｔ式）共に標準設計が利用できるため，
標準歩掛（逆Ｔ式橋台）×６０％×２基（Ａ１・Ａ２橋台）を計上する。 標準歩掛（逆Ｔ式橋台）×６０％×２基（Ａ１・Ａ２橋台）を計上する。

３） 類似構造物の補正 ３） 類似構造物の補正
下部工躯体の構造型式が同一であるＰ１とＰ２（壁式橋脚）及びＰ３とＰ４（張出式橋脚）はそれ 下部工躯体の構造型式が同一であるＰ１とＰ２（壁式橋脚）及びＰ３とＰ４（張出式橋脚）はそれ
ぞれに類似構造物として補正する。 ぞれに類似構造物として補正する。
基礎工については，下部工型式が異なるＡ１橋台は単独とし，Ｐ１とＰ２橋脚基礎工（深礎杭）は 基礎工については，下部工型式が異なるＡ１橋台は単独とし，Ｐ１とＰ２橋脚基礎工（深礎杭）は
下部工が同型式（壁式）であるので類似構造物として補正する。 下部工が同型式（壁式）であるので類似構造物として補正する。

◎ 下部工，基礎工合計 ◎ 下部工，基礎工合計
（直接人件費） （直接人件費）
＊下部工 ＊下部工
橋台 ； 標準歩掛（逆Ｔ式橋台）×０．６０×２（Ａ１・Ａ２橋台の２基） 橋台 ； 標準歩掛（逆Ｔ式橋台）×０．６０×２（Ａ１・Ａ２橋台の２基）
橋脚（壁式橋脚；基本構造物１基・類似構造物１基） 橋脚（壁式橋脚；基本構造物１基・類似構造物１基）

標準歩掛（壁式橋脚）×（０．３０＋０．７０×２） 標準歩掛（壁式橋脚）×（０．３０＋０．７０×２）
橋脚（張出式橋脚；基本構造物１基・類似構造物１基） 橋脚（張出式橋脚；基本構造物１基・類似構造物１基）

標準歩掛（張出式橋脚）×（０．３０＋０．７０×２） 標準歩掛（張出式橋脚）×（０．３０＋０．７０×２）
＊基礎工 ＊基礎工
橋台部；標準歩掛（深礎杭）×１（Ａ１橋台１基のみ類似構造物なし） 橋台部；標準歩掛（深礎杭）×１（Ａ１橋台１基のみ類似構造物なし）
橋脚部（深礎杭；基本構造物１基・類似構造物１基） 橋脚部（深礎杭；基本構造物１基・類似構造物１基）

標準歩掛（深礎杭）×（０．３０＋０．７０×２） 標準歩掛（深礎杭）×（０．３０＋０．７０×２）
（直接経費［電算機使用料］） （直接経費［電算機使用料］）
＊下部工 標準歩掛（壁式橋脚）×０．０１＋標準歩掛（張出式橋脚）×０．０１ ＊下部工 標準歩掛（壁式橋脚）×０．０１＋標準歩掛（張出式橋脚）×０．０１

（橋台は標準設計を利用するので対象とせず，壁式橋脚，張出式橋脚の２型式を対象とする） （橋台は標準設計を利用するので対象とせず，壁式橋脚，張出式橋脚の２型式を対象とする）
＊基礎工 標準歩掛（深礎杭）×０．０２ ＊基礎工 標準歩掛（深礎杭）×０．０２

（基礎工は深礎杭の１型式のみであることから１型式を対象とする） （基礎工は深礎杭の１型式のみであることから１型式を対象とする）

４．〈橋梁架設工〉 ４．〈橋梁架設工〉
（１） 橋梁詳細設計における架設計画 （１） 橋梁詳細設計における架設計画

上部工の架設計画を検討する場合は，別紙［鋼橋の架設工法選定の参考フローチャート］［コンクリ 上部工の架設計画を検討する場合は，別紙［鋼橋の架設工法選定の参考フローチャート］［コンクリ
ート橋の架設工法の適用に関する一般的な目安（参考）］を参考に現地に適した架設工法の選定を行う ート橋の架設工法の適用に関する一般的な目安（参考）］を参考に現地に適した架設工法の選定を行う
ものとする。 ものとする。

（２） 設計歩掛を計上できる架設工法 （２） 設計歩掛を計上できる架設工法
架設工法選定において別紙工法のうち，自走クレーン車の直接架設でかつ支保工の必要のない簡易な 架設工法選定において別紙工法のうち，自走クレーン車の直接架設でかつ支保工の必要のない簡易な
架設を除いた架設工法の場合にのみ設計歩掛を計上することを原則とする。 架設を除いた架設工法の場合にのみ設計歩掛を計上することを原則とする。
（なお，簡易な架設とは支間が短く，自走式クレーンによって直接，桁を橋台・橋脚上に架設すること （なお，簡易な架設とは支間が短く，自走式クレーンによって直接，桁を橋台・橋脚上に架設すること
が可能な工法をいう。） が可能な工法をいう。）

なお，１つの橋梁において同種工法を２箇所使用する場合の架設工法数は１工法とし，２つの橋梁に 追加
おいて同種工法をそれぞれ使用する場合の架設工法数は２工法とする。
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（Ａ３） 九州地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 通達に伴い記載を変更

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

５－４ 土木構造物標準設計 ５－４ 土木構造物標準設計4-1-48
（１） 土木構造物標準設計第１８巻，第１９巻（平成８年３月）の運用 （１） 土木構造物標準設計第１８巻，第１９巻（平成８年３月）の運用
土木構造物標準設計第１８巻，第１９巻（プレテンション方式ＰＣ単純床版橋）を利用する場合は， 土木構造物標準設計第１８巻，第１９巻（プレテンション方式ＰＣ単純床版橋）を利用する場合は，
当面標準歩掛の（ＰＣ）プレテンションホロー桁を使用し，標準設計の補正を行うものとする。なお， 当面標準歩掛の（ＰＣ）プレテンションホロー桁を使用し，標準設計の補正を行うものとする。なお，
標準歩掛の（ＰＣ）単純中空床版橋は適用しない。 標準歩掛の（ＰＣ）単純中空床版橋は適用しない。

（２） 標準設計の利用 （２） 標準設計の利用
平成８年１１月１日付け通達「橋，高架の道路等の技術基準について」において道路橋示方書が改定 平成１３年１２月２７日付け通達「橋，高架の道路等の技術基準について」において道路橋示方書が 訂正
されており，使用にあたっては十分注意する。 改定されており，使用にあたっては十分注意する。
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東北地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 基準書へ移行するため削除

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

第６節 トンネル設計4-1-49
６－１ 山岳トンネル詳細設計作業区分
山岳トンネル詳細設計歩掛における作業区分は以下のとおりとする。

作 業 区 分 作 業 の 範 囲

設 計 計 画 業務概要、実施方針、業務工程、組織計画、打合せ計画等を記載した業務計画
書を作成する。

現 地 踏 査 設計範囲及び貸与資料と現地の整合性。
地形、地質等の自然条件、地物、環境条件等の周辺状況等の把握。工事用道路
・施工ヤード等の施工性の判断及び施工設備計画の立案に必要な現地状況を把握
する。

設計条件の確認 道路の幾何構造、建築限界、交通量等の検討・設計上の基本的条件について確
認を行う。

本 体 工 設 計 地質調査資料、現地踏査結果及び関連資料等に基づき、技術基準に示される地
山分類を行い、地質平面縦断図を作成する。
技術基準及び道路の幅員構成、建築限界、内装版、換気等諸設備の条件及び地
山分類等を基に、内空断面、断面構造を検討・整理し適用断面の選定及び平面縦
断図を作成する。
また、選定された適用断面について、支保工の構造及び規模を算定する。必要
に応じて、補助工法の併用も考慮した断面及び支保工の検討を行う。
トンネルの延長、地形、地質、地物、トンネル断面及び周辺の環境条件を考慮
して、技術的検討、経済的な評価を行い、合理的な掘削方式及び掘削工法を選定

削 除する。

坑 門 工 設 計 坑門躯体の構造計算を行うとともに坑門工により必要となる坑門工背部、前部
の土工、法面工、抱き擁壁工、排水工の設計を行う。

坑門工比較設計 実測平面図を用い１坑口あたり３案程度の比較案を抽出し、総合的な観点から
技術的特徴、課題を整理し、評価を加えるとともに簡易な透視図及び比較検討書
を作成のうえ、坑門工の位置・型式を選定する。

防 水 工 設 計 トンネル内への漏水を防ぐための防水工の設計を行う。

排 水 工 設 計 トンネルの湧水及び路面水を適切に処理するため、覆工背面排水、路面排水、
路盤排水を考慮し、排水溝、排水管、集水桝等の排水構造物の設計を行うととも
に、トンネル内の排水系統の計画を行うものとする。

舗 装 工 設 計 交通量をもとに、排水性、照明効果、走行性、維持管理等を考慮し、トンネル
内舗装の比較検討のうえ、舗装の種類・構成を設計する。

非常用施設設計 トンネル延長及び交通量を基に、トンネル等級を決定し、非常用施設を選定、
配置計画を行うとともに施設収容のための箱抜きの設計を行う。

施 工 計 画 ・ 施工方法、工程、施工ヤード計画等各事項に関する検討を、取りまとめた施工
仮 設 備 計 画 計画書を作成するとともに、必要に応じて参考図を作成する。

トンネル施工に伴う仮設備（換気、仮排水、電力、ストックヤード、工事用道
路検討等）について、各必要項目の検討を行うとともに、参考図を作成する。
指定された位置を対象に、ずり捨場の概略検討を行う。

換 気 検 討 トンネルの延長、縦断勾配、トンネル断面及び周辺の環境条件を考慮して、既
存資料を基に所要換気量を算定し計画可能な３案程度の換気方法を対象に比較検
討を行い、経済的かつ合理的な換気方法を選定する。

現地状況、基礎情報の収集、把握の適切性、各種施工条件が設計計画に反映さ
照 査 れているか。設計方針及び設計手法の照査。設計計算、設計図、数量の正確性、

適切性及び整合性等の照査を行う。
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改訂内容 砂防えん堤詳細設計で、えん堤基数が複数の場合に行う補正について、注意書きを追加した。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

4-1-69 訂正１１－１－３ 重力式（透過型）砂防えん堤詳細設計 １０－１－３ 重力式（透過型）砂防えん堤詳細設計
（１） 積算条件 （１） 積算条件
１） えん堤型式：重力式透過型砂防えん堤（スリット部：鋼製） １） えん堤型式：重力式透過型砂防えん堤（スリット部：鋼製）
２） えん堤基数：２基 ２） えん堤基数：２基
３） えん堤高：10.0ｍ（２基共通） ３） えん堤高：10.0ｍ（２基共通）
４） 基礎工設計を行う。 ４） 基礎工設計を行う。
５） 前庭工：副えん堤工，水叩き工 ５） 前庭工：副えん堤工，水叩き工
６） 打合せ回数：５回（標準歩掛＝第１回＋中間３回＋成果品納入時＝５回） ６） 打合せ回数：５回（標準歩掛＝第１回＋中間３回＋成果品納入時＝５回）

（２） 計 算 例 （２） 計 算 例
１） 重力式透過型砂防えん堤詳細設計 １） 重力式透過型砂防えん堤詳細設計
15ｍ以下の重力式砂防えん堤１基当りの標準歩掛を用いる，標準歩掛から工種に該当しない側壁護 15ｍ以下の重力式砂防えん堤１基当りの標準歩掛を用いる，標準歩掛から工種に該当しない側壁護
岸工及び景観設計の人員を控除する。 岸工及び景観設計の人員を控除する。

〔 標準歩掛 － 側壁護岸工人員＋景観検討人員 〕＝ １基当り歩掛 ………① 〔 標準歩掛 － 側壁護岸工人員＋景観検討人員 〕＝ １基当り歩掛 ………①

２） ２基設計の割増し ２） ２基設計の割増し
表１４．２から複数えん堤の割増しを行う。 表１４．２から複数えん堤の割増しを行う。※

〔 １基当り歩掛 ×1.80〕＝ ２基当り歩掛 ………② 〔 １基当り歩掛 ×1.80〕＝ ２基当り歩掛 ………②

※ 一つの流域等に複数のえん堤を配置する場合で，現場条件が同等と考えられる場合には，２基目 追加
以降を類似構造物とし「表１４．２ 歩掛の補正」を適用する。

３） 現地踏査 ３） 現地踏査
（注）により（技師Ａ1.0人，技師Ｂ1.0人）を計上する。………③ （注）により（技師Ａ1.0人，技師Ｂ1.0人）を計上する。………③

４） 打合せ協議 ４） 打合せ協議
表１４．１打合せ協議標準歩掛を用いる。 表１４．１打合せ協議標準歩掛を用いる。

〔 標準歩掛 〕＝ 打合せ協議歩掛 ………④ 〔 標準歩掛 〕＝ 打合せ協議歩掛 ………④

５） 設計歩掛 ５） 設計歩掛

設計歩掛 ＝②＋③＋④ 設計歩掛 ＝②＋③＋④

（Ａ３） 北陸地方整備局参考資料新旧対照表

NK10北陸.jtd



改訂内容 〔砂防施設設計〕流木対策工において、「１流域」の説明が不足しているため、新規に追加する。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

(新規)
１０－１－５ 流木対策工

(4-1-71)
（１） 用語の定義 追加

流木対策調査における「流域」の範囲は，流木計画基準点より上流域とする。

NK10北陸.jtd



東北地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 ・発注実績が少なく、各種条件との相関が見られないことから、標準歩掛の制定は困難である。
・高度な技術力・知識が要求され、かつ非定型的な要素を含む業務であるため、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙで対応する。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

第５編 その他調査、設計業務5-1-1

第１章 その他調査設計業務

第１節 交通量推計業務
１－１ 交通量推計業務作業の流れ図
（１）

① 計画準備

（２）

② 配分対象路線 調査対象地域
の 設 定 対象道路種別

※発注者からの与条件

③ ゾーニング 基礎ＯＤ・ゾーン

※発注者か
らの与条

④ 現況配分対象道路 ⑤ 現況配分 件
網データの作成 対象ＯＤ表の作成

⑥
削 除

配分条件の設定

（３）

⑦ 現況交通量の配分

⑧ 検 証

⑨ 現況の交通解析

（４）

予測ケース及び
予測年次の設定

※発注者からの与条件

⑩ 将来配分対象道路 ⑪ 将来配分を行う
網データの作成 対象ＯＤ表の作成

（５）

⑫ 将来交通量の配分

⑬ 将来の交通解析

（６）

⑭ 報 告 書 作 成

NK11東北.jtd



東北地方整備局参考資料新旧対照表

改訂内容 ・発注実績が少なく、各種条件との相関が見られないことから、標準歩掛の制定は困難である。
・高度な技術力・知識が要求され、かつ非定型的な要素を含む業務であるため、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙで対応する。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

１－２ 交通量推計業務の作業内容5-1-2

（１） 計画準備

① 計画準備 … 業務目的・主旨を把握し、設計図書に示す業務内容を確認し、業務計画を立てる作業。

（２） 交通量配分用データの作成（現況データ作成）
② 配分対象路線の設定 … 交通量推計業務の対象地域及び推計する道路種別（ここでは、高速道路、

一般国道、主要地方道、県道といった種別を示す。）（以上は委託者から
与えられる条件）をもとに、配分対象路線を設定する作業。

③ ゾ ー ニ ン グ … 配分対象の道路網に即した地域の大きさにゾーンを新規分割、修正分割等
を行う作業。

④ 現況配分対象
道路網データの作成 … 今回の交通量配分を行う為の基本となる現況の対象道路網と交通量発集点

を設定する作業。（基本ネットワークデータの作成）
⑤ 現況配分
対象ＯＤ表の作成 … ③の結果をもとに与えられた現況のＯＤ表について新規分割、修正分割等

を行う作業。
⑥ 配 分 条 件 の 設 定 … 配分条件（高速道路－一般道の転換式）、ＱＶモデル、配分時のＯＤの時

間分割数を検討、設定する作業。

（３） 交通量配分（現況交通量配分）
⑦ 現況交通量の配分 … ④⑤⑥をもとに現況の交通量の配分計算を行う作業。
⑧ 検 証 … ②～⑦の設定の適否について現況交通量と照合する作業。
⑨ 現況交通解析 … 設計図書等に基づき、現況交通の特性について解析する作業。

（４） 交通量配分データの作成（将来データ作成）
⑩ 将来配分対象

削 除道路網データの作成 … ④をもとに将来配分を行う為に対象道路網と交通量発集点を修正設定する
作業。（将来の基本ネットワークデータ作成と配分ケース別のデータ修正
を行う。）

⑪ 将来配分
対象ＯＤ表の作成 … ③⑤の結果をもとに、与えられた将来ＯＤ表について新規分割、修正分割

等を行う作業。

（５） 交通量配分（将来交通量配分）
⑫ 将来交通量の配分 … ⑥⑩⑪をもとに将来の交通量の配分計算を行う作業。
⑬ 将 来 交 通 解 析 … 設計図書等に基づき、将来交通の特性について解析する作業。

（６） 報告書作成
⑭ 報 告 書 作 成 … 業務全体の成果をとりまとめ、報告書を執筆する作業。

NK11東北.jtd



（Ａ３） 中部地方建設局参考資料新旧対照表

改訂内容 道路環境調査の流れ及び積算基準適用範囲を追加。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

5-1-1 追加新規 第５編 その他調査，設計業務

第１章 その他調査，設計業務

第１節 道路環境調査
１－１ 道路環境調査の流れ及び積算基準適用範囲

概 略 事 業 計 画 等

対象事業の内容，対象事業実施区域及び
その周囲の概況の把握

環境影響評価の項目の選定 環境影響を受ける範囲と認められる地域

調査，予測及び評価の手法の選定

方法書の作成

公告・縦覧 意見を有する者，知事からの意見

事業計画等

事業特性及び地域特性の把握

環境影響評価の項目の選定

調査，予測及び評価の手法の選定

調査 既存資料調査 ※

現地調査 ※

予 測 環境影響を受ける範囲と認められる地域

必要に応じ環境保全措置の検討

必要に応じ事後調査の検討

評 価

総合的な評価

準備書の作成

（公告・縦覧，説明会の開催等へ）

NK 中部 jtd12 .



（Ａ３） 中部地方建設局参考資料新旧対照表

改訂内容 道路環境調査の流れ及び積算基準適用範囲を追加。

現行基準
現 行 摘要改 訂

のページ

新規5-1-2
（準備書の作成より） 追加

公告・縦覧，説明会の開催等

意見を有する者，知事からの意見

評価書の作成等
免許等大臣の意見
↑

環境庁長官意見
評価書の補正

公告・縦覧

免 許 等

事業の実施 事後調査の実施等

道路事業に係る環境影響評価の項目並びに，当該項目に係る調査，予測及び評価を合理的に行うため
の手法を選定するための指針，環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令（平成１０年６月
１２日建設省令第１０号）第６条に基づく環境要素。
①大気質 ②騒音振動 ※ ③強風による風害 ④低周波 ⑤水質 ⑥底質 ⑦地形及び地質
⑧地盤 ⑨土壌 ⑩日照阻害 ⑪動物 ⑫植物 ⑬生態系 ⑭景観 ⑮触れ合い活動 ⑯廃棄物

※ 積算基準の適用範囲は，①大気質，②騒音振動の「既存資料調査」，「現地調査」である。
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